１2月～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●私たちの暮らしの足元や地域経済の実態はどうでしょうか。給料はあがらず、年金は削減、物価は高騰。誰もが大変な暮らしを強いられています。増税の影響による物価高や、社会保障の切り捨てで本当に大変で、増税を受け入れる余地はありません。2017年４月の10％への増税中止はもちろん、５％に戻すなどの施策が必要です。水害や火山の噴火、福島のいまだ20万人近くが避難生活です。こういったところに、救いの手を差し伸べることこそ、政治の役割ではないでしょうか。
●ところが、実際はどうでしょうか。自民・公明両党は12月10日、法人税の実効税率引き下げなどを盛り込んだ2016年度「税制改正大綱」を了承しました。国民に増税を押し付ける一方、大企業優遇減税を行う安倍政権の姿勢が表れています。
大綱では、現在、32・11％の法人実効税率を16年度に29・97％、18年度に29・74％と２段階で引き下げます。企業の所得にかかる法人実効税率は、黒字の大企業ほど恩恵を受けることになります。また、企業の役員報酬に対する優遇税制を拡大し役員報酬を費用計上し、法人税負担を軽くします。
一方国民に対しては、17年４月の10％増税の際、食料品を８％に据え置く方向性が決まっています。食料品の軽減税率で負担を緩和するといいますが、消費税率の引き上げによって国民には年間４兆円を超える負担が増えます。「軽減税率」は、引き換えに大増税を国民に押し付ける手段でしかありません。地方選挙や参院選をにらんだ対策もあるといわれています。８％への消費税増税で日本経済はマイナス成長に陥りました。次の増税でも同じことをくり返すなど、学ばない政治に未来はありません。
●多くの人が、経済不安を抱えています。経団連を先頭に大企業は、軍需産業を拡大し武器の売込みで大企業の利益を拡大しようとしています。来年度の予算案でも増えているのは防衛費だけ。防衛産業の振興で、デフレから脱却し、強い経済をつくり、経済を立て直すなどというのは間違っているのではないでしょうか。実質的に防衛費の費用調達には2017年４月からの消費税10％増税があてられます。私たちのくらしを脅かす消費税大増税や社会保障改悪は、実は安保体制づくりと表裏一体です。戦争は、防衛を名目に始まります。安倍政権の戦争する国づくりを財政的に支えるのが消費税増税路線です。
●安倍政権は、国民のいのちもくらしもそっちのけで、アメリカ言いなりに戦争への道を暴走しています。消費税増税はもちろん、ＴＰＰの問題でも、原発再稼働でも、ほかの問題でも、私たちの願いと逆方向へ暴走しています。私たちが安心して暮らせる社会をつくるためには、安倍政権を退陣させるしかありません。戦争法案反対の運動で、あらたな共同の輪が広がり、国民いじめの多くの問題も方向転換を迫ろうと、全国でたくさんの人が立ち上がっています。くらしまもれ、地域経済まもれ。消費税増税も、戦争する国づくりも反対！と声を上げましょう。

